
 　　　○北海道警察教養規程の運用について

 令和７年３月17日

 道本教第5525号

 ／警察本部各部、所属の長／警察学校長／各方面本部長／各警察署長／宛て

　この度、北海道警察教養規程（平成13年警察本部訓令第33号）の解釈及び運用方針

について一部見直しを行ったので、所属職員に周知徹底を図り、適正かつ円滑な運用に

 努められたい。

　なお 「北海道警察教養規程の運用について （令和元.10.29道本教第3903号）は、、 」

 廃止する。

 記

 第１　見直しの要点

 　１　様式の制定

　　　これまで北海道警察教養規程で定めていた各様式について、本通達で定めるこ

 　　ととし、それに伴い文言を整理した。

 　２　学校教養

　　　警察学校の課程等について、現状で実施されていない警部任用科に関する記載

 　　を削除し、それに伴い文言を整理した。

   ３　職場教養

　　　職場教養を実施した際、教養未了者がいた場合の再教養の方法を例示し、職場

 　　教養の実施状況等について適切に管理することについて明記した。

 　４　術科教養

 　　⑴　第30条、第33条の１及び２、第34条、第41条、第42条について文言を整理した。

　　⑵　警察署等における術科訓練について、短時間逮捕術訓練についての記載を削

　　　除するとともに、その他術科訓練の実施日等について署情に合わせ柔軟に実施

 　　　できるよう文言を整理した。

 第２　解釈及び運用方針                    

項　　目 解 釈 ・ 運 用 方 針

１　職員の心構え 　職員は、警察教養の目的及び内容を理解し、その重要性を

（第３条関係） 認識して、職務倫理を保持するとともに、適正に職務を遂行

するための警察実務に関する知識、技能等を養い、常に自己

啓発に努めなければならないものである。

２　所属長の教養 　所属長の教養責任として、所属職員に、実務経験、教養履

、責任（第４条関 歴等に応じて必要な警察学校での課程を修めさせるとともに

係） 常に職場における教養を行い、所属職員の実務能力の向上に

努めること、並びに積極的な術科訓練の推進により、所属職

員の気力及び体力の錬成等に努めることを明記したものである。

３　警察学校の課 ⑴　部門別任用科の課程においては、生活安全、刑事、交通

程等（第６条関 及び警備の各部門への任用候補者を入校させることとし、

係） その教養対象者は、関係部長が、年齢、勤務経験年数、人 

物評価、本人の志望等を十分検討の上、真に適任と認めら 

  れる者を選考しなければならない。



　　なお、既に各部門に任用されている者（原則として、任 

用後１年を超えない者）で部門別任用科の課程を修了して 

  いないものについては、優先して入校させること。

⑵　専科の課程においては、特定の分野に関する警察実務に 

ついての習熟並びに最新の知識及び技能の修得に重点を置 

き、職員の実務経験、教養履歴等に応じて必要と認めら 

れる者に必要な教育訓練を行うよう配意しなければならない。

４　教養実施計画 ⑴　警察学校教養実施計画の策定に当たり、部門別任用科及

（第７条関係） び専科の実施計画については、警察学校の収容力、教養方 

針、教養に係る事務を所掌する部の要望、任用率等を勘案 

  し、警務部長が必要な調整を行うこととする。

⑵　部門別任用科及び専科の課程に係る事務を所掌する部長 

（以下「担当部長」という ）は、部門別任用科及び専科 。

、 、 の教養実施計画を変更し 又は中止する必要があるときは

  あらかじめ警務部長と協議しなければならない。

⑶　担当部長は、専科の課程を実施するに当たっては、所属 

の実務経験が豊富な適格者を各授業の講師に選定するとと 

もに、必要により警察学校長又は他の部長に講師の派遣を 

要請することができる。この場合において、講師に指名さ 

れた者は、教授科目の内容について講義要点を作成の上、 

担当部長に提出することとする。

５　教 授 細 目 等 　各課程の科目ごとの教授細目及び教授内容の策定に当たっ 

（第８条関係） ては、警務部長が警察学校長並びに警察本部の部長及び方面 

本部長と協議し、必要な調整を行うものとする。

６　入校者の決定 　所属長は、入校対象者の選定に当たっては、警察学校で行

（ ） 、等 第10条関係 おうとする課程の教養内容に見合った職員を入校させるため 

所属職員の実務経験、教養履歴等を踏まえて適格者を推薦す 

ることとしているが、併せて所属職員が長期間、警察学校に 

入校しないことのないよう職員個々の教養の管理を徹底しな

ければならない。

７　入寮（第10条 ⑴　学校教養は、原則として学生を入寮させて行うものであ

の２関係） 　り、この寮生活を通じて学生相互の啓発、勉学及び修養に

　努めるとともに、融和団結を図り、規範意識を醸成するも

 　のである。

⑵　「警務部長が特に必要がないと認めた場合」とは、入校

　対象者が、育児、介護等の真にやむを得ない事情により、

 　入寮することが困難であると認められる場合をいう。

⑶　⑵の事項に関する具体的手続については、警務部長が別

　に定めることとする。

８　入校前学習 　入校前学習は、入校予定者に対し、教授細目、演習課題等 

（第11条関係） の資料を配布して事前に研究させることにより、学校教養と



職場教養を連動させて教養効果の向上を図るために行わせる

ものである。したがって、所属長は、入校予定者が確実に演

習課題等について研究を行っているかどうかを検証し、その

 結果を踏まえて入校期日までに必要な指導を行うものとする。

　また、学校教養の実施に当たっては、その授業の中で、演

習課題等を入校生に発表させるなど、事前の研究成果につい

ても検証すること。

９　教養の効果の 教養の効果の測定は、各課程における教養が学生に確実に　　

測定等（第12条 浸透しているかどうかを検証するものであり、担当部長は、

関係） 専科の課程の測定結果を警務部長及び警察学校長に報告する

とともに、検討会等の時間を活用して学生にフィードバック

し、不足している教養内容を充足するなど、実効ある教養を

行うよう努めなければならない。

10　警察学校長に 　「学業成績の優秀な学生」とは、警察学校の所定の課程に

よる賞揚（第13 おいて、優秀な成績を収めた学生及び顕著な努力が認められ

条関係） る学生をいう。

11　警察本部長へ ⑴　各課程の教養の実施状況の報告については、組織的に入

の報告（第15条 校学生等の教養の管理を行うためのものであり、各課程修

 関係） 了後速やかに、入校人員、教養内容等を報告するものとする。

、 、 、　　また 方面分校において行う課程についても その都度

警察学校長を経由して警察本部長に報告しなければならな

 いものである。 

⑵　「細則第21条の処分」とは、退校、謹慎及び訓戒の処分

　をいう。

12　職場教養の実 ⑴　職場教養は、職員に職務倫理を保持させるとともに、職

施 第18条関係 員一人一人の実務能力を高めるため、所属長又は各級幹部（ ）

が職務として行うものであり、その内容については、職務

倫理の保持及び適正な職務執行能力を向上させるために必

 要性の高い事項に重点を置かなければならない。

、⑵　職場教養を実施した各級幹部の直近上位職の幹部職員は

当該教養の実施状況を把握するものとする。　

13　職場教養の方 　「その他の適切な方法」とは、会議、研修会、有識者等に

（ ） 、 。法 第19条関係 よるセミナー 伝承教養及び擬似体験的研修等の教養をいう

14　個人指導（第 　個人指導とは、各職場において、上司（上級の地位にある

20条関係） 者）が、日常の仕事を進めながら、部下それぞれの教養目標

達成に向けて、これを個別に指導援助しながら修得させる教

養方法で、職場教養の中で最も基本となる部下の育成方法で

あり、管理・監督に当たる所属長自らが意識的かつ計画的に

 行わなければならないものである。

　また、部下の育成は、日常の職場において、職員一人一人

のポストや能力レベルに着目して、各級幹部が自分自身の問



題として、厳しく、かつ、きめ細かく鍛えていくことが極め

て効果的であり、その内容も警察学校で行われる教養では補

えない部分に重点をおいて実施すべきものである。

15　資料配布（第 　資料の作成に当たっては、具体的で理解しやすいものとす

21条関係） るよう工夫することとし、また、職員は、配布された資料の

内容を十分に理解し、自らの職務に活用するよう努めなけれ

ばならない。

16　小集団活動 　小集団活動は、職員５名程度を一つのグループとして、一 

（第22条関係） つの課題に基づき職員一人一人に意見等を発表させる、ある

いは個別かつ具体的な課題を与え、これを検討させていくこ

とにより、職員に問題意識を持たせ、更には全員参加による

自主活動を通じて一定の結果を出させることで個々の職員の

業務に対する取組意識及び組織への参画意識を高めるととも

に、考える職員を育成していこうとするものである。

17　一般職員に対 　新たに採用された一般職員については、警察学校で行われ

する基礎教養（ る課程に入校させるまでの間に、最低限、警察職員として必

第24条関係） 要な教養を２日間実施するもので 「一般職員採用時基礎教、

養実施基準」に定められた教養項目に従い行うものである。

18　教養の効果の ⑴　所属長は、教養の効果の検証を自ら行うとともに、各級

 検証（第25条関 幹部に対してもその検証を行わせるものとする。

係） ⑵　各級幹部は、部下職員の平素の勤務や私生活におけるあ

らゆる機会を通じ、対話や教養内容の聴取その他の方法に

 より、具体的に教養の浸透状況を把握するものとする。

⑶　職場教養を実施した各級幹部及びその直近上位職の幹部

職員は、部下職員に対する職場教養の浸透状況を把握する

ため、随時、教養の効果を検証し、事後の職場教養に反映

するよう努めるものとする。

19　教養重点（第 　教養重点に係る推進要領については、前月の10日までに月

　26条関係） 別教養重点推進要領（別記第１号様式）により報告するもの

とする。

20　巡回教養（第 　巡回教養の実施報告については、翌月の10日までに巡回教

　27条関係） 養実施結果報告書（別記第２号様式）により報告するものと

する。

21 実務研修（第   「職員を他の職場に派遣し」とは、警部・警部補昇任試験　

　28条関係 の合格者のうち、捜査経験のない警察官を対象に一定期間、

警察署等に派遣して行う捜査実務研修等をいう。

、22 職場教養の実 ⑴　他の所属に推薦できる効果的な職場教養事例については　

　施の報告等（第 　職場教養効果的事例報告書（別記第３号様式）により報告

 　29条関係） 　するものとする。

⑵　所属長は、職場教養を実施したときは、職場教養実施簿

 　（別記第４号様式）に教養内容等を記録すること。



　　また、教養履修状況について、教養未了者を把握し、教

　養担当責任者又は各級幹部により、個人指導、資料配布、

　北海道警察ＷＡＮシステム電子回覧板機能の活用、その他

　最も適切な方法で、再教養を徹底した上で、その教養実施

　状況を職場教養履修管理票（別記第５号様式）に記録し、

 　適切に管理するものとする。

⑶ 職場教養履修管理票は、教養未了者に対する再教養実施　

　状況欄において、再教養対象者の教養の履修状況を明らか

　にすること。

23 体育及び術科 ⑴　「積極的に体育を振興する」とは、職場において積極的　

訓練の実施（第 に体育を実施するとともに、職員が広く私生活においても

30条関係） 生涯スポーツ等に取り組むことを奨励するなど、所属職員

 の基礎体力の維持・向上が図られるよう努めることをいう。

⑵　所属長が術科訓練を行わせることができる一般職員は、

術科訓練の指導者である技術職員その他所属長が職務を遂

行する上で必要であると認めた職員とする。

24　体育及び術科 ⑴　術科訓練は、警察官の職務を遂行する能力の向上を目指

訓練の重点（第 して行うものであり、術科技能の修得等の肉体的な能力の

31条関係） 向上だけではなく、武道等の訓練を通じて精神面のかん養

 を図ることも目的として行うものである。

⑵  体育は、警察官が職務を遂行するために必要な走力を始

めとした持久力等の基礎体力の維持及び向上並びに気力の

養成を図るために行うものであり、走力訓練、サーキット

トレーニング等を中心に実施することとする。

25　救急法指導者 ⑴　救急法指導者は、警察本部教養課及び方面本部の警務課

の指定（第33条 （⑶の事項において「警察本部教養課等」という 、警察。）

  の２関係） 学校その他警務部長が必要と認めた所属に置くものとする。

⑵　救急法指導者には、赤十字救急法指導員の資格を有する 

者のほか、救急救命士法（平成３年法律第36号）に規定す 

る救急救命士その他警察本部教養課長が赤十字救急法指導

 員と同等又はそれ以上と認めたものの資格を有する者を指

 　定するものとする。

⑶　警察本部教養課等の救急法指導者は警察署等に対する計

画的な巡回指導を行い、警察本部教養課等以外の所属の救

急法指導者は当該所属における救急法の術科訓練の指導に

 当たるものとする。

⑷  救急法の術科訓練を効果的に推進するため、救急法指導

者を計画的に育成するものとし、指導者として適性を有す

ると認められる者に対しては、赤十字救急法指導員等の資

 格の取得に必要な講習等を受講させるものとする。

⑸　救急法指導者に指定した者に対しては、赤十字救急法指



導員等の資格の継続要件とされている研修会その他の必要

な講習に参加させるものとする。

26 術科指導員等 ⑴　指導補助員は、術科指導員の補助者であるとともに、将　

  （第34条関係） 来の術科指導員の候補者の立場にあるものである。

⑵　「必要に応じ」とは、警察本部又は方面本部の分庁舎に 

　所在する所属の職員が、警察本部教養課又は方面本部警務 

　課が行う術科訓練への定期的な参加が困難であり、自所属 

　において術科訓練を実施する必要がある場合などをいう。

27 術科指導員等 ⑴　指導補助員は、警察官の数が100人以上の所属にあっては　

の指定等（第35 種目ごとに２人以上、100人未満の所属にあっては種目ごと

 条関係） に１人以上を所属の実情に応じて指定するものとする。

⑵　「体育指導に関する教養が実施された専科又は講習等」

とは、体育の指導に関する講義、演習等が行われた警察教

養細則（平成13年警察庁訓令第４号）に定める学校教養の

 課程又は警察庁や警察本部教養課が行う講習や研修会をいう。

⑶　署長等は、種目により術科指導員等の適格者がいないと

認めるときは、他の種目の術科指導員等を兼ねさせて指定

 することができるものとする。

⑷　救急法の術科指導員等の指定要件となる資格には、日本

赤十字社法（昭和27年法律第305号）に基づき日本赤十字社

が認定する赤十字救急法救急員その他警察本部教養課長が

当該赤十字救急法救急員と同等又はそれ以上と認めたもの

 の資格を含むものである。

⑸　「傷病等により長期間不在になるとき」とは、その期間

 が１か月以上に及ぶ場合をいう。

⑹　指定又はその指定を解除した術科指導員等の通知は、術

科指導員等指定通知書（別記第６号様式）により通知する

 ものとする。

⑺　警察本部教養課長及び方面本部の警務課長は、術科指導

　員等指定通知書に基づき、術科指導員等名簿（別記第７号

　　様式）を整備しておくものとする。

28　警察署等にお ⑴　柔道、剣道及び逮捕術については、術科訓練日を設定し

 け る 術 科 訓 練 て実施するものとする。

（第38条関係） ⑵　救急法については、一次救命処置、応急手当等の訓練を 

実施するものとする。

29 術科訓練状況 ⑴　署長等は、所属の警察官一人一人の術科訓練の実施状況　

の把握（第40条 　を的確に把握し、年間を通じて計画的に術科訓練を推進す

関係） 　るとともに、より多くの警察官に術科訓練の機会を与え、

 　全体のレベルアップを図っていかなければならない。

⑵　署長等は、所属に術科訓練簿（別記第８号様式）を備え

　付け、術科訓練の実施日時、場所、種目、術科指導員等及



　　び参加者を明らかにしておくものとする。

30 術科大会の実 ⑴　「北海道警察大会」とは、道内の必要な所属等を参加さ　

 施 第43条関係 せ、警察本部長が開催する大会をいう。　（ ）

⑵　「方面大会」とは、当該方面管内の必要な所属等を参加

させ、当該方面本部長（札幌方面にあっては、警察本部長

又は警務部長。次事項において同じ ）が開催する大会を。

 いう。

「 」 、 、⑶　 方面ブロック大会 とは 当該方面管内の所属を地域

配置人員等に応じてブロック別に編成し、当該方面本部長

 が開催する大会をいう。

⑷　「その他の大会」とは、各所属内における大会及び少数

の所属が参加する対抗方式で行う大会をいい、当該所属の

 長が必要により開催するものをいう。

⑸　警察本部長は、年度ごとに、術科大会の実施方針を定め

ることとするが、その決定に当たっては、警務部長が各方

面本部長の意見を聴くなど必要な調整を図るものとする。

31 術科技能の交 　部外の団体が主催する各種大会に職員を参加させる場合の　

流 第44条関係 対象は、高度の術科技能を必要とする術科訓練の指導者並び（ ） 

に将来、術科訓練の指導者となり得る警察官及び技術職員と

 する。

　なお、当該大会に公務として参加させる基準については、

警務部長が定めることとする。

                                                   

  ※　別記様式は省略


